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自主防災組織と消防団
令和6年9月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「自主防災組織と消防団」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テーマの発言で
す。

○１０番（崎尾亮介） ［登壇］

次に、大きく２つ目の自主防災組織と消防団について質問します。

令和６年の元旦に能登半島地震が発生し、甚大な被害をもたらしたのは記憶に新しいですが、元旦という日に大災害があったことは、とて
も大きな意味があったと認識しております。地震はどんなときでも来る可能性があることや、行政が機能しづらい時期があり公助が難しい
ときがあることを知りました。その際、地域による自助、共助がどう機能するかで家族や隣の住人の安否に直結すると、分かっていたこと
ではありますが、再確認し、身を正す思いを持ちました。

地域の自助、共助の役割を担う消防団と自主防災組織については、日本全国一律のものではなく、地域によって様々なようであります。お
近くの大分市では、「自主防災組織と消防団の連携について」という動画を作成しており、動画内で大規模災害時は自主防災組織と消防団
の連携は必須だが双方の連絡先が分からない、どう連携していけばいいか分からないといった課題が出ていたので、自主防災組織任務分担
連絡体制表を作成し、役割や連絡方法を明確にしたとのことでした。日田市の現状を確認するために大規模災害時の消防団及び自主防災組
織の役割とそれぞれの組織の連携があるのかお伺いします。

大分市では、自主防災組織と消防団の連携の必要性を市が訴えていましたが、日田市は連携の必要性をどう考えるのかお伺いします。

以上で、登壇での質問を終わり、自席にて再質問させていただきます。

○総務企画部長（後藤靖孝） ［登壇］

私からは、自主防災組織と消防団についてお答えします。

議員御案内のとおり、大分市では自主防災組織と消防団の連携のため、自主防災組織役員及び防災士等を対象としたフォローアップ研修な
どが開催されているところでございます。

研修では、自主防災組織は、日頃から地域の様々な団体と連携することが必要であり、中でも消防団との連携が重要であること、大規模災
害では市や消防の対応では災害対応に限界があることなどを学ばれています。

また、その中で自主防災組織と消防団の相互の連絡先が分からないなどの課題があったことから、令和３年度から新たに大分市の自主防災
組織連絡体制表の中に、地域の消防団といつでも連絡が取れる連絡先の項目を追加するなど、自主防災組織と消防団の連携が図られている
ところでございます。

そこで、お尋ねの自主防災組織及び消防団の役割、それぞれの組織の連携についてでございます。

初めに、平時の自主防災組織及び消防団の役割と連携についてでございます。

自主防災組織では、地域の防災組織図の作成や防災訓練の実施をはじめ、災害時に必要となる防災備蓄を地域の公民館などに確保するなど、
災害の事前の備えを行っているところでございます。

消防団では、火災や災害に対応する役割がございますことから、常日頃から様々な訓練を行っており、自主防災組織との連携としては、地
域での防火指導訪問の実施、地域で行う消火訓練の指導などを行っているところでございます。

また、災害に備えて市が毎年開催しております、学校区を単位とした日田市合同防災訓練においては、自主防災組織を対象として、消防団
が作成指導を行う土のう作成訓練をはじめ、女性消防団による炊き出し訓練など自主防災組織と消防団が連携した訓練も行っているところ
でございます。

次に、大規模災害時の役割と連携についてでございます。

熊本地震や能登半島地震のように、大地震が発生し、広域でかつ甚大な被害が発生した場合は、自主防災組織では自主避難所の開設や運営
をはじめ、避難誘導、地域にお住まいの方への防災ラジオを活用した災害情報の広報など、様々な役割を担っていただくこととなります。
消防団では、火災の消火活動や、土砂崩れ、倒壊家屋などからの救出、救助活動など主に人の命を守る活動を行うこととなります。発災直
後においては、地域住民をはじめとする自主防災組織にも、火災の初期消火をはじめ、救出、救助活動への協力が必要になると想定され、
自主防災組織と消防団とが相互に連携して活動を行うことで、被害の拡大防止につながるものと考えられます。
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このようなことから、市におきましては、大規模災害における自主防災組織と消防団の連携は必要であると考えており、自主防災組織と消
防団の意見を伺い、また他市の連携の取組事例などを参考にしながら、自主防災組織と消防団の連携を深めていきたいと考えております。

私からは、以上でございます。

続きまして、自主防災組織と消防団について再質問させていただきます。

先日、地区運動会で消防団による操法披露がありました。私を含めた地域住民は、消防団の操法披露のてきぱきした動きに見入り、もしも
のときの頼りになる存在と認知され、消防団側にも地域に活動と練度を周知できる広報の側面があったと認識しています。実際に、そばに
いた小学生は「かっこいい」と口にしていました。消防団が地域行事に参加し、操法披露のような防災活動を実施することや、消防団と自
主防災組織の連携について意識調査をし、必要であればガイドラインを示してはいかがでしょうか。

重複する部分もあると思いますが、よろしくお願いします。

○総務企画部長（後藤靖孝） ［答弁］

議員から御紹介のありましたとおり、三花分団が地区の運動会で操法の披露をされております。三花分団は、先月開催された大分県消防操
法大会において、ポンプ車の部で準優勝というすばらしい成績を収められました。地区の運動会でそれを披露し、地域と消防団、相互で顔
が見える関係ができたことは大変よいことだと思っております。

消防団においては、地域行事への参加をはじめ、夜警や防災訓練への参加など、地域で行う多くの活動に参加をしております。

今のところ、意識調査の実施やガイドライン等の作成については考えておりませんけれども、消防団と定期的に会議を開催しておりますの
で、地域や自主防災組織等の連携について課題等がないか、消防団に意見を伺い、必要があれば、先ほど登壇で申し上げましたけれども、
他市の連携の取組の事例などを参考に、自主防災組織と消防団相互の連携を深めてまいりたいと考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

地域防災の中核が、自助と共助を担う消防団と認識しておりますが、人員不足、高齢化が問題であると聞いております。何が原因と考えて
いますか。待遇や広報に改善の余地はないかお尋ねいたします。

○総務企画部長（後藤靖孝） ［答弁］

消防団の人員不足については、高齢化や地域コミュニティーの希薄化、若者の消防団活動に対する意識の低下、団員のうち多くの割合を占
めていた自営業者の減少などが原因として考えられるところでございます。

それから、待遇や広報に改善の余地はないかとのお尋ねでございますけれども、まず、待遇については、消防団員の年額報酬及び出動報酬
について、国の基準に準じた報酬額へ増額の改定を適宜行っております。

また、消防団員の確保のための広報といたしましては、各分団、あるいは消防講演会などに引き続き積極的な勧誘活動を取り組んでいただ
くとともに、市としては、ポスターや広報ひた等を活用した啓発、各種イベント時のＰＲなどの充実をはじめ、サラリーマンが消防団で活
躍できるよう、企業への協力依頼や消防団活動に御協力を頂いている事業所の表彰などを行い、消防団活動の重要性などへ理解を深めるこ
とで、引き続き消防団員の確保に努めてまいりたいと考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

先日の中原議員の質問の中にもありましたが、大規模災害時にはマニュアルどおり、想定どおりにいかないことが懸念されます。それぞれ
の自主防災組織との情報共有が必須のように思いますが、どうやってなされるおつもりか、お尋ねいたします。

○総務企画部長（後藤靖孝） ［答弁］

議員御案内のとおり、大規模災害においては、能登半島地震のように公的な支援がなかなか届かないなど、想定できない様々な事態が起こ
り得ることが懸念をされます。自主防災組織をはじめ、災害に対応する機関や団体との情報共有は非常に重要だと認識をしておりますけれ
ども、現状としましては、市から市民の方々や自主防災組織への情報共有は、防災無線や防災ラジオなどによる一方向の情報伝達にとどまっ
ております。このため、他市が行っております具体的な相互の情報共有の仕組み、取組などを調査研究してまいりたいというふうに考えて
おります。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

東北地方視察のときに避難訓練の重要性を感じました。学校単位で見ても、質の高い訓練を実施しているところが生存率が高く、質の高さ
は繰り返し実施していることで培われている印象がありました。
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そこで、日田市においても大規模災害を想定した避難訓練が必要だと考えます。実施に至っては、複数の組織の参加が必要であることから、
調整する部署が必要だと考えますが、市の見解をお示しください。

○総務企画部長（後藤靖孝） ［答弁］

大規模災害を想定した避難訓練は大変有効なことだと理解しております。登壇でも申し上げましたけれども、市では学校区を単位として地
域や防災関係機関が参加する日田市合同防災訓練を毎年実施しております。ですので、その中で避難訓練についても実施できないか、検討
したいと思います。

また、調整する部署といたしましては、防災に関する事項でありますことから、防災・危機管理課が調整を担うものと考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

先日の中原議員の質問でもあったように、多様化するニーズ、国県からの施策の実施を考えたときに、自主防災組織に対して機能を強化し、
市と組織の関係性を改める必要があると考えますが、市の見解をお示しください。

○総務企画部長（後藤靖孝） ［答弁］

昨日、１６番議員の質問でもお答えしましたとおり、熊本地震や能登半島地震のような大規模災害が発生した際には、多くの避難所を長期
間開設することとなり、市の職員だけでは避難所運営が難しくなると思われます。このため、自主防災組織をはじめ、避難された方や防災
士の方々の助けを頂く必要があると考えております。

避難所の運営で協力をお願いするためには、避難所の運営方法などをあらかじめ知っておいていただく必要がございますので、地域で避難
所の運営訓練などを行う防災プログラムを通じて、自主防災組織などで避難所運営が可能となるよう、機能を強化する取組を引き続き進め
てまいりたいと考えております。

また、市と組織の関係性におきましても、他市の取組などを参考に、相互の関係を向上する取組などがありましたら、取り入れてまいりた
いと考えております。


